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■　当上半期の業績
当上半期（中間連結会計期間）の世界経済は、米

国の関税政策見直しや地政学的リスクの高まりによ
り先行き不透明な状況が続きましたが、各国政府に
よる景気刺激策や、米国関税引上げ前の駆け込み需
要があったほか、AI関連投資が活発化したこともあ
り、全般に底堅く推移しました。日本経済につきま
しても、米国関税政策の影響が一部にみられるもの
の、雇用や所得環境の改善が進み、景気は緩やかに
回復しました。

当社グループを取り巻く事業環境につきまして
は、情報通信分野でデータセンター関連市場向け製
品の需要が大きく増加したほか、自動車分野ではワ
イヤーハーネスの需要が、環境エネルギー分野では
電力ケーブルや受変電設備の需要が堅調に推移しま
した。このような環境のもと、当上半期の連結決算
は、 売 上 高 は、2,373,461 百 万 円（ 前 年 同 期

2,247,778百万円、5.6％増）と前年同期に比べ増
収となりました。利益面では、売上増加に加えて、
徹底した生産性改善やコスト低減、売値改善に努
め、 営 業 利 益 は 153,021 百 万 円（ 前 年 同 期
119,315百万円、28.2％増）、経常利益は155,516
百万円（前年同期121,704百万円、27.8％増）、親
会社株主に帰属する中間純利益は97,938百万円

（前年同期75,755百万円、29.3％増）となりました。

なお、当期の中間配当金につきましては、前年同
期に比べて1株当たり14円増配の50円とさせてい
ただきました。

社　長

　平素は格別のご支援を賜わり、ありがたく厚く御礼

申し上げます。当社グループの当上半期の業績につき

まして概況をご報告いたします。

株主の皆様へ



決算ハイライト（連結）
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2021年度

■上半期　■通期
■上半期
23,735億円
■通期予想
47,500億円

2023年度2022年度

15,704

33,679

18,911

2024年度

40,056

20,721

44,028

2025年度

46,798

22,478

47,500

23,735
1,222

497

1,774

673

2,266

3,207

1,193

3,400

1,530

■上半期　■通期
■上半期
1,530億円

■通期予想
3,400億円

2021年度 2023年度

461
2022年度 2024年度 2025年度

売上高� （単位：億円） 営業利益� （単位：億円）

■　対処すべき課題
今後の経済情勢は、米国の追加関税をはじめとする

政策見直しが経済活動全体に影響を及ぼすおそれがあ
るほか、ロシアによるウクライナ侵攻の長期化や中東
情勢の緊張、欧州・中国経済の停滞など政治的・地政
学的リスクの高まりにより、世界経済の減速感が強ま
ることが懸念され、当社グループを取り巻く事業環境
は予断を許さない状況が続くものと予想されます。

このような情勢のもと、当社グループは、ありたい
将来像「グロリアス　エクセレント　カンパニー」の
実現を目指して、長期ビジョン「住友電工グループ
2030ビジョン」で掲げている「グリーンな地球と安心・
快適な暮らし」の実現に向けて、グループが一体とな
り企業価値向上に取り組み、その成果をステークホル
ダーの皆様、すなわち、「従業員」「お客様」「お取引先」
「地域社会」「株主・投資家」に着実に還元・配分して
いくというマルチステークホルダーキャピタリズム
（「五方よし｣*）に基づく経営を実践してまいります。
具体的には、製造業の基本であるＳ（安全）、Ｅ（環

境）、Ｑ（品質）、Ｃ（コスト）、Ｄ（物流・納期）、Ｄ（研
究開発）のさらなるレベルアップに取り組むとともに、
資産効率向上については、重要指標としているROICの

改善に向けて、棚卸資産残高や営業債権・債務残高の
適正化、設備投資案件の厳選実施、高付加価値品への
シフト、政策保有株式の圧縮などの取り組みを一層強
化してまいります。また、米国の追加関税につきまして
は、顧客とも丁寧に対話をおこない、業績への影響を最
小化できるよう努めてまいります。2025年度は「中期
経営計画2025」の最終年度であり、グループの総合力
で成長戦略を推進するとともに経営基盤の強化に取り
組み、各事業においては次の施策を進めてまいります。

環境エネルギー関連事業では、電力ケーブルにおい
ては、国内の設備更新需要等の捕捉に加え、脱炭素化
に貢献する国家・地域間連系線や再生可能エネルギー
関連の受注に努めるとともに、欧州での新拠点立上げ、
コスト低減、品質向上、新製品開発、プロジェクトマ
ネジメント強化にも注力してまいります。電動車向け
のモーター用平角巻線においては、コスト低減による
収益力の向上と、電動車の高電圧化に対応する次世代
品の開発を進めてまいります。また、日新電機㈱との
一層のシナジー創出に取り組むとともに、受変電設備
においては国内の設備更新需要の確実な捕捉、生産能
力増強、環境配慮製品の開発・提案強化に、イオン注
入装置や電子線照射装置においては国内外での拡販に
取り組んでまいります。＊「五方よし」：�当社経営における「還元・配分」についての基本的な�

考え方を表現したもの（Goho�Yoshi）。

Top Message

Consolidated Financial Highlights
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1,382

609603

1,733

608

2,153

1,217

3,095

1,555

3,460
■上半期　■通期

■上半期
1,555億円

■通期予想
3,460億円

2021年度 2023年度2022年度 2024年度 2025年度

963

351324

1,127

267

1,497

1,938

758

2,300

979

■上半期　■通期
■上半期
979億円

■通期予想
2,300億円

2021年度 2023年度2022年度 2024年度 2025年度

経常利益� （単位：億円） 親会社株主に帰属する当期純利益� （単位：億円）

情報通信関連事業では、生成AI*の急速な普及による
データセンター関連市場の一層の拡大が期待されるな
か、この需要を確実に捕捉すべく、光デバイス、光配
線機器、光ケーブルの生産能力増強、さらなる通信の
高速化、低遅延化、及び、低消費電力化を実現する新
製品の開発に注力し、事業拡大に努めてまいります。
また、海底ケーブル用の極低損失・大容量光ファイバ、
世界で初めて量産に成功したマルチコアファイバ、第5
世代移動通信システム（5G）やさらに高度化する次世
代移動通信システム（Beyond�5G）基地局用の高効率
な電子デバイス、新方式採用が進むアクセス系ネット
ワーク機器など、低消費電力等の環境性能を含めた高
機能製品の開発・拡販を継続・加速するとともに、徹
底したコスト削減による収益性の改善に努めてまいり
ます。

自動車関連事業では、モビリティの「つなげる」パー
トナーとして「つながる」ビジネスの拡大を目指し、
一層のコスト低減と資産効率化の徹底、軽量化ニーズ
に対応したアルミハーネスのさらなる拡販、生産自動
化やコスト低減に繋がる新設計・新工法の拡充など従
来ハーネスの進化に取り組んでまいります。また、グ
ループ内連携、顧客との協業やパートナー関係の深化

により、電動車向けの高電圧ハーネス、高速通信用の
コネクタなど今後も拡大が見込まれるCASE*市場をと
らえた新製品創出・拡販にも努めてまいります。住友
理工㈱では、自動車用防振ゴム及びホースなどの分野
において、既存事業の収益力強化を図るとともに、今
後の事業成長に向けては、次世代モビリティ向けの新
製品開発に重点をおいて取り組んでまいります。

エレクトロニクス関連事業では、微細回路形成技術
を活かしたFPC（フレキシブルプリント回路）製品や
CASE対応製品、医療用製品の拡販、高周波化に対応し
た新製品の開発を加速するとともに、徹底したコスト
低減を進めてまいります。照射架橋技術を活用した耐
熱・高機能電線、熱収縮チューブに加えて、多孔質分
離膜製品においても、多様な客先ニーズを捕捉して事
業の拡大を図ってまいります。また、㈱テクノアソシ
エとの連携強化にも取り組んでまいります。

産業素材関連事業では、超硬製品においては、グ
ローバルな営業力の強化により、主力の自動車分野に
加えて、建設機械、農業機械、エレクトロニクス分野
等での需要を確実に捕捉するとともに、電動車、航空
機、半導体、再生可能エネルギー関連などの新規開拓

＊CASE：�自動車業界のトレンドを表す言葉で、Connected（つながる）、�
Autonomous（自動運転）、Shared（シェアリング）、Electric
（電動化）の頭文字をとったもの。

＊生成AI：�質問や作業指示等に応え、画像や文章、音楽、映像、プログ
ラム等の多様なコンテンツを生成するAI（人工知能：Artificial�
Intelligence）。

株主の皆様へ
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43,654

24,319

38,074

20,529

40,130

21,108

44,416

25,304

45,272

26,244

■総資産　■純資産
■総資産
45,272億円
■純資産
26,244億円

2021年度末 2023年度末2022年度末 2025年度
（当上半期末）

2024年度末

123.49

41.53

144.45

34.23

191.98

44.97

248.47

97.14

294.90

125.57

■上半期　■通期
■上半期
125.57円
■通期予想
294.90円

2021年度 2023年度2022年度 2024年度 2025年度

総資産／純資産� （単位：億円） 1株当たり当期純利益� （単位：円）

も進め、市場シェアの拡大に努めてまいります。焼結製
品は、電動車や非車載向けの新製品開発・拡販とコス
ト競争力の一段の強化を図ってまいります。PC鋼材や
ばね用鋼線は、グローバルな製造販売体制の強化と新
製品開発による収益力の向上に取り組んでまいります。

研究開発では、多様な技術創出の「要」となる研究開
発の活性化・スピードアップを目指し、DX*を活用した
材料開発やプロセス開発の高度化・効率化、オープンイ
ノベーション、社外連携に取り組んでまいります。具体
的には現行事業の進化として、事業部門・営業部門との
密な連携強化を通じた顧客とのパートナーシップ関係を
活かし、中長期計画で掲げた３つの注力事業分野におい
て、「エネルギー」では送電網強化と再生エネルギーの
安定供給、「情報通信」では通信の高速化・低遅延化・
低消費電力化、「モビリティ」では電動化などのテーマに
それぞれ取り組んでまいります。また、社会課題からの
バックキャスティングによる新規テーマへの挑戦として、
「地球」「暮らし」「ヒト」の３つを価値領域として定め、「地
球」の持続可能性のため、省エネルギー、再生可能エネ
ルギー、材料循環等の研究を推進するとともに、安心で
安全な「暮らし」、「ヒト」の可能性の拡大を目指す研究
を推進してまいります。

最後に、法令遵守や企業倫理の維持は、当社経営の
根幹をなすものであり、企業として存続・発展するた
めの絶対的な基盤と考えております。今後とも、住友
事業精神の「萬

ば ん

事
じ

入
に っ

精
せ い」「信用確実」「不

ふ

趨
す う

浮
ふ

利
り 」*という

理念のもと、社会から信頼される公正な企業活動の実
践に真摯に取り組んでまいります。また、住友事業精
神と住友電工グループ経営理念のもと、サステナビリ
ティを巡る課題である、気候変動などの地球環境問題
への配慮、人権の尊重、従業員の健康・労働環境への
配慮や公正・適切な処遇、取引先との公正・適正な取
引、自然災害等の危機管理を通じて、持続可能な社会
の実現に向けて取り組んでまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご理
解とご支援を賜わりますようお願い申し上げます。
� 2025年11月

＊DX：�デジタル・トランスフォーメーション(Digital�Transformation)
の略で、デジタル技術を活用し、組織文化などを変革していく
取組みを指すもの。

＊萬事入精：�まず一人の人間として、何事にも誠心誠意を尽くすべき�
との考え。

　信用確実：�何よりも信用を重んじること。
　不趨浮利：�常に公共の利益との一致を求め、一時的な目先の利益、�

不当な利益の追求を厳に戒めること。

Top Message

Consolidated Financial Highlights
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電力ケーブル、電動車向
けのモーター用平角巻線、
日新電機㈱における受変電
設備、住友電設㈱における
電気工事などの増加によ
り、売上高は536,010百万円と19,643百万円
（前年同期比3.8％）の増収となり、営業利益
は、34,461百万円と2,921百万円の増益となり
ました。

（通期予想）
3,000

1,354

■上半期　■通期

2024年度 2025年度

2,233

1,036

売上高� （単位：億円）

（通期予想）

199
49

540

221

■上半期　■通期

2024年度 2025年度

営業利益� （単位：億円）

主要な事業内容
光ファイバ・ケーブル、通信用ケーブル・機器、光融着接続機、
光データリンク・無線通信用デバイスなどの光・電子デバイス製
品、化合物半導体、アクセス系ネットワーク機器（GE－PON・
セットトップボックス・CATV関連製品等）

10,813

5,164

11,200

5,360

■上半期　■通期

2024年度 2025年度

（通期予想）

売上高� （単位：億円）

（通期予想）
700

345

■上半期　■通期

2024年度 2025年度

787

315

営業利益� （単位：億円）

主要な事業内容
導電製品、送配電用電線・ケーブル・機器、巻線、空気ばね、受
変電設備・制御システムなどの電力機器、ビーム・真空応用装
置、電気・電力工事及びエンジニアリング、金属多孔体、電子部
品金属材料

情報通信関連事業
■ 売上高 135,423百万円

■ 営業利益 22,075百万円

売上高
構成比 5.6%

生成AI市場の拡大を背景にデータセンター向
けの光デバイス、光配線機器、光ケーブルの需要

が増加し、売上高は135,423
百万円と31,824百万円（30.7
％）の増収となりました。営業
利益は、売上増加に加えて、品
種構成や生産性の改善もあり、
22,075百万円と17,213百万
円の増益となりました。

22.0％
売上高
構成比

環境エネルギー関連事業
■ 売上高 536,010百万円

■ 営業利益 34,461百万円

売上高
構成比

56.6%

自動車関連事業
■ 売上高 1,378,233百万円

■ 営業利益 65,405百万円

ワイヤーハーネスや防
振ゴムの需要が堅調に推
移したことにより、売上
高は1,378,233百万円
と72,795百万円（5.6
％）の増収となりまし
た。営業利益は、売上増加に加えて生産性改善も
あり、65,405百万円と10,379百万円の増益と
なりました。

部門別概況（連結）
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超硬製品、ダイヤ・CBN
製品が増加したことによ
り、売上高は188,237百万
円と2,552百万円（1.4％）
の増収となりました。営業
利益は、売上増加に加えて、焼結製品のコスト低
減もあり、12,903百万円と3,374百万円の増益
となりました。

7.7% 売上高
構成比

産業素材関連事業他
■ 売上高 188,237百万円

■ 営業利益 12,903百万円

主要な事業内容
PC鋼材、精密ばね用鋼線、スチールコード、超硬工具、ダイ
ヤ・CBN工具、レーザ用光学部品、焼結部品、半導体放熱基板

（通期予想）

1,857

3,727

1,882

3,900
■上半期　■通期

2024年度 2025年度

売上高� （単位：億円）

206

95

260

129

■上半期　■通期

2024年度 2025年度

（通期予想）

営業利益� （単位：億円）

主要な事業内容
ワイヤーハーネス、防振ゴム・自動車用ホース、自動車電装部
品、交通制御などのネットワーク・システム製品

（通期予想）
27,100

13,782

■上半期　■通期

2024年度 2025年度

27,347

13,054

売上高� （単位：億円）

（通期予想）
1,620

654

■上半期　■通期

2024年度 2025年度

1,724

550

営業利益� （単位：億円）

（注）�部門間消去を行った後の連結売上高は2,373,461百万円、
連結営業利益は153,021百万円となります。

主要顧客向けFPCの需要が堅
調に推移したことにより、売上
高は197,257百万円と5,764百
万円（3.0％）の増収となりま
した。営業利益は、円高の影響
などもあり、17,986百万円と
242百万円の減益となりまし
た。

8.1%
売上高
構成比

エレクトロニクス関連事業
■ 売上高 197,257百万円

■ 営業利益 17,986百万円

主要な事業内容
電子ワイヤー、電子線照射製品、フレキシブルプリント回路、ふっ
素樹脂製品、鋲螺、金属部品、化成品

（通期予想）
3,700

1,973

■上半期　■通期

2024年度 2025年度

3,772

1,915

売上高� （単位：億円）

280

180

■上半期　■通期

2024年度 2025年度

（通期予想）
293

182

営業利益� （単位：億円）

Segment Information
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（単位：百万円） （単位：百万円）

（単位：百万円）

科　　目 前　　　　期
（2025年3月31日現在）

当　上　半　期
（2025年9月30日現在）

資 産 の 部

流動資産 2,320,091 2,309,803

固定資産 2,121,538 2,217,382

有形固定資産 1,121,830 1,152,332

無形固定資産 61,378 63,343

投資その他の資産 938,330 1,001,707

資 産 合 計 4,441,629 4,527,185

負 債 の 部

流動負債 1,286,843 1,274,546

固定負債 624,349 628,219

負 債 合 計 1,911,192 1,902,765

純 資 産 の 部

株主資本 1,862,933 1,916,280

資本金 99,737 99,737

資本剰余金 165,319 165,326

利益剰余金 1,618,695 1,672,124

自己株式 △�20,818 △�20,907

その他の包括利益累計額 427,461 457,653

非支配株主持分 240,043 250,487

純 資 産 合 計 2,530,437 2,624,420

負 債 純 資 産 合 計 4,441,629 4,527,185

■　連結貸借対照表 ■　連結損益計算書

■　連結キャッシュ・フロー計算書

科　　目
前　上　半　期
2024年４月 1 日から
2024年９月30日まで

当　上　半　期
2025年４月 1 日から
2025年９月30日まで

売 上 高 2,247,778 2,373,461

売 上 原 価 1,852,436 1,923,482

売 上 総 利 益 395,342 449,979

販売費及び一般管理費 276,027 296,958

営 業 利 益 119,315 153,021

営 業 外 収 益 32,231 24,637

営 業 外 費 用 29,842 22,142

経 常 利 益 121,704 155,516

特 別 利 益 2,180 4,367

特 別 損 失 1,309 1,767

税金等調整前中間純利益 122,575 158,116

法人税等 35,866 46,946

非支配株主に帰属する中間純利益 10,954 13,232

親会社株主に帰属する中間純利益 75,755 97,938

科　　目
前　上　半　期
2024年４月 1 日から
2024年９月30日まで

当　上　半　期
2025年４月 1 日から
2025年９月30日まで

営業活動によるキャッシュ・フロー 156,321 251,944

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 104,934 △ 118,100

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 40,450 △ 151,691

現金及び現金同等物の中間期末残高 274,966 280,261

（　 　 　 　 　�　 　��）

（　 　 　 　 　�　 　��）

（　 　 　 　 　�　 　��）

（　 　 　 　 　�　 　��）

連結財務諸表（要旨） Consolidated Financial Statements
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グリーンリンクプロジェクトにおける高圧直流送電ケーブルの敷設ルート

当社は、ドイツのSiemens Energy AG（以下、
「シーメンスエナジー社」）とともに、Greenlink 
Interconnector Limited（以下、「グリーンリンク社」）
より受注した国際連系送電システムの建設プロジェク
ト（以下、「グリーンリンクプロジェクト」）向けの高
圧直流送電システムの試運転を完了し、グリーンリン
ク社に引き渡しました。

2022年に建設がはじまり、当社がルート全長
190km＊1の±320kV直流XLPE絶縁ケーブル＊2を含む
電力ケーブルシステムの設計、製造、敷設、保守メン
テナンスを、シーメンスエナジー社が交直変換所の設
計、製造、建設、保守メンテナンスをそれぞれ担当し
ました。

グリーンリンクプロジェクトは、ヨーロッパで重要
なエネルギーインフラのプロジェクトの１つで、アイ
ルランド南東部のウェクスフォードと英国・ウェール
ズ南西部のペンブルックシャー間を結ぶ国際連系送電
システムを建設するプロジェクトです。これにより、
両国間で双方向の電力融通が可能となり、効率的な再
生可能エネルギーの利用促進や、38万戸の家庭への
電力供給、電力供給系統の安定化に寄与します。

今後も、これまで培ってきた高い品質と技術を有す
る電力ケーブルを通じて、国内外の電力の安定供給及
び脱炭素化社会の実現に向けて取り組んでまいりま
す。

アイルランドー英国間 国際連系送電システム建設プロジェクト引き渡し完了

＊1��海底区間160km、アイルランド側陸上区間24km、英国側陸上区間６km ＊2��直流XLPE絶縁ケーブル� �
当社が独自開発した直流XLPE（架橋ポリエチレン）絶縁ケーブルは、
常時導体許容温度が90℃と他社比で高く、極性反転が可能であると�
いった技術的優位性を持ち、経済性や環境面で優れています。

海底ケーブル
陸上ケーブル
交直変換所

グリーンリンク
連系線

トピックス Topics
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当社と住友電装株式会社（以下、「住友電装」）は、
SWS�西日本株式会社（以下、「SWS-W」）松阪工場
において、当社製品であるレドックスフロー電池（以
下、「RF電池」）とエネルギーマネジメントシステム
「sEMSA®（セムザ）＊1」を活用し、2025年8月に当社
グループ初のネットゼロ工場＊2の稼働を開始しました。
当社グループは、長期ビジョン「住友電工グループ

2030ビジョン」において「グリーンな地球と安心・
快適な暮らし」をスローガンに掲げ、2030年度まで
に2018年度対比で温室効果ガスの排出量をスコープ
１+２（直接排出＋間接排出）において30％、スコー
プ３（その他の排出）において15％削減することを
目指しています。そのため、温室効果ガス排出量の削減
に加え、再生可能エネルギーの導入に注力しています。

この取組みの一環として、SWS-W松阪工場では、
工場の屋根に太陽光発電設備を設置するとともに、太陽
光発電所から供給される再生可能エネルギーを活用す
るオフサイトPPA＊3を住友電装と共同で導入しました。
さらに、工場における電力使用量と発電量のバラン
スを保つため、当社のRF電池による充放電を
「sEMSA®」で最適に制御し、余剰電力を住友電装の
四日市製作所へ託送することによって、SWS-W松阪
工場のネットゼロを実現しています。
今後も、当社グループはグローバルにネットゼロ工
場の実現を推進し、「グリーン社会」の実現に貢献し
てまいります。

住友電工グループ 初のネットゼロ工場をSWS-W松阪工場で稼働開始

その他のニュースは
こちらからご覧いただけます。

＊1��sEMSA®（Sumitomo�Energy�Management�System�Architectureの略）�
電力コスト低減に向けたエネルギーの運用・管理を行うシステム。

＊2��ネットゼロ工場� �
住友電工グループでは「年間の温室効果ガス排出量がゼロ以下かつ省
エネ･創エネを規範となるレベルで進めている工場」をネットゼロ工場
（Net�Zero�Factory=NZF）と定義。

＊3��オフサイトPPA� �
敷地外に新設される発電所から再生可能エネルギーを活用する契約。

トピックス Topics
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商　　　　号 住友電気工業株式会社

創　　　　立 1911年８月１日

資 　 本 　 金 99,736,582,099円

従 業 員 数 �7,284名（当社在籍者のうち社外への出向者6,141
名は含んでおりません）

本　社（大阪） 大阪市中央区北浜四丁目５番33号

　　　（東京） 東京都港区元赤坂一丁目３番13号

支 社 、 支 店＊

及 び 製 作 所
中部支社、沖縄支店、九州支店、四国支店、�
中国支店、北陸支店、東北支店、北海道支店、
大阪製作所、伊丹製作所、横浜製作所、茨城製作所
＊2025年11月28日現在

ホームページアドレス https://sumitomoelectric.com/jp

■　会社の概況（2025年９月30日現在） ■　取締役及び監査役（2025年９月30日現在）

事 　 業 　 年 　 度 毎年４月１日から翌年３月31日まで
剰余金配当基準日 期末配当　毎年３月31日

中間配当　毎年９月30日
単 元 株 式 数 100株
定 時 株 主 総 会 毎年６月に開催

公 告 方 法 電子公告　https://sumitomoelectric.com/jp
但し、事故その他のやむを得ない事由によ
り電子公告による公告をすることができな
いときは、日本経済新聞に掲載いたします。

株主名簿管理人及び
特別口座の口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
三井住友信託銀行㈱

株 主 名 簿 管 理 人
事 務 取 扱 場 所

大阪市中央区北浜四丁目５番33号
三井住友信託銀行㈱　証券代行部

株主メモ Information

（注1）　�佐藤廣士氏、土屋裕弘氏、渡辺捷昭氏、堀場　厚氏、川俣享子氏及び�
アスリ・チョルパン氏は社外取締役であり、また㈱東京証券取引所等の�
定めに基づく独立役員であります。

（注2）　�上原理子氏、吉川郁夫氏及び来島達夫氏は社外監査役であり、また㈱東
京証券取引所等の定めに基づく独立役員であります。

執行役員を含む当社の役員体制については、以下の当社ホームペー
ジにてご確認いただけます。
https://sumitomoelectric.com/jp/company/management

取 締 役 会 長 松 本 　 正 義
社 長 井 上 　 　 治
副 社 長 羽 藤 　 秀 雄
常務取締 役 白 山 　 正 樹
常務取締 役 宮 田 　 康 弘
常務取締 役 佐 橋 　 稔 之
常務取締 役 緒 方 　 佳 幸
常務取締 役 早 味 　 　 宏
常務取締 役 戸 川 　 　 契

取 締 役 佐 藤 　 廣 士
取 締 役 土 屋 　 裕 弘
取 締 役 渡 辺 　 捷 昭
取 締 役 堀 場 　 　 厚
取 締 役 川 俣 　 享 子
取 締 役 アスリ・チョルパン
監査役（常勤） 賀 須 井 良 有
監査役（常勤） 林 　 昭
監 査 役 上 原 　 理 子
監 査 役 吉 川 　 郁 夫
監 査 役 来 島 　 達 夫

その他の開示資料につきましては、当社ホームページにてご確認いただけます。
⃝ 統合報告書 2025⃝ 中期経営計画 2025 ⃝ CSRブック 2025

会社概要 Corporate Data



見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

環境に配慮したFSC®認証紙と植物油インキを使用し
ています。

■　配当金のお受け取りについて
◦払渡期間について

◦除斥期間満了後のお取り扱いについて

◦口座振込指定のおすすめ

中間配当金領収証による配当金の払渡期間は、2025年12月１日（月）から2026年１月６日（火） までとなっておりますので、お近くの取扱銀行（ゆうち
ょ銀行全国本支店及び出張所ならびに郵便局（銀行代理業者））でお忘れなくお受け取り下さい。なお、払渡期間を過ぎた場合は、上記取扱銀行での配当金
のお受け取りはできなくなります。三井住友信託銀行㈱全国本支店（コンサルティングオフィス、コンサルプラザを除く）にてお取り扱いいたしますので、
中間配当金領収証をご持参のうえお受け取り下さい。ご郵送の場合は中間配当金領収証の表面受領印欄にご押印またはサインいただき、裏面にお受け取り方
法をご指定のうえ三井住友信託銀行㈱証券代行部（〒168-0063�東京都杉並区和泉二丁目８番４号）までご送付下さい。

配当金は、上記支払開始の日から満３年（除斥期間）を経過しますと、当社定款の規定により、お支払いできなくなりますので、お早めにお受け取り下さい。

配当金は銀行等の預金口座またはゆうちょ銀行の貯金口座への振込によるお受け取りをおすすめいたします。なお、証券会社に口座を開設されている場合は、
証券総合口座等でのお受け取りも可能です（特別口座をお持ちの場合等、一部お取り扱いできない場合がありますのでご留意下さい）。いずれのお受け取り
方法もお手続が必要ですので、詳しくは下記のご連絡先までお問い合わせ下さい。

■　株式事務に関するご連絡先

証券会社に口座を
開設されている方

特別口座に口座が
おありの方

● 住所、氏名のご変更
● 配当金受領方法のご変更
● �単元未満株式の買取、
　買増のご請求

お取引証券会社 三井住友信託銀行㈱　証券代行部
〒168-0063�東京都杉並区和泉二丁目８番４号

0120−782−031
受付時間9：00～17：00
（土・日・祝日および12/31～1/3を除く）
https://www.smtb.jp/personal/procedure/agency/

● �特別口座から
　証券会社口座への振替の
　ご請求

● 未受領配当金のご照会
● �郵便物等の発送、
　返戻のご照会
● その他のお問い合わせ

三井住友信託銀行㈱　証券代行部
〒168-0063�東京都杉並区和泉二丁目８番４号

0120−782−031
受付時間9：00～17：00
（土・日・祝日および12/31～1/3を除く）
https://www.smtb.jp/personal/procedure/agency/

■　�株式に関する「マイナンバー制度」のお願い
◦�株式等の税務関係のお手続きに関しては、
マイナンバーのお届出が必要です。
◦�お届出が済んでいない株主様は、お取引の
ある証券会社等へマイナンバーのお届出を
お願いします。
◦マイナンバーのお届出に関するお問い合わせ先

証券口座にて株式を管理されている株主様
お取引の証券会社までお問い合わせ下さい。
証券会社とのお取引がない株主様
下記のフリーダイヤルまでお問い合わせ下さい。
三井住友信託銀行㈱　証券代行部
フリーダイヤル　0120-782-031
受付時間9：00～17：00
（土・日・祝日および12/31～1/3を除く）


